
「放課後子どもプラン」平成１９年度概算要求の概要「放課後子どもプラン」平成１９年度概算要求の概要

《基本的考え方》

 

○ 各市町村において教育委員会が主導して、福祉部局と連携を図り、原則としてすべての
小学校区で放課後の子どもの安全で健やかな活動場所を確保し、総合的な放課後対策
として実施する「放課後子どもプラン」を平成１９年度に創設し、文部科学省と厚生労働省
が連携して必要経費を要求。
両省の補助金は都道府県で一本化し、実施主体である市町村において、一体的あるい

は連携しながら事業を実施。
○

 《基本的考え方》
各市町村において教育委員会が主導して、福祉部局と連携を図り、原則としてすべての

小学校区で放課後の子どもの安全で健やかな活動場所を確保し、総合的な放課後対策
として実施する「放課後子どもプラン」を平成１９年度に創設し、文部科学省と厚生労働省
が連携して必要経費を要求。
両省の補助金は都道府県で一本化し、実施主体である市町村において、一体的あるい

は連携しながら事業を実施。
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○ 

 

 
「放課後子どもプラン」概算要求の「放課後子どもプラン」概算要求のポイントポイント

 
※【】内が概算要求担当省

 

放課後児童健全育成事業
【厚生労働省】

放課後子ども教室推進事業(新規)

【文部科学省】

「放課後子どもプラン」推進のための連携方策

○事業毎に実施していた指導者（員）研修を都道府県等において合同で開催 【文部科学省・厚生労働省】

○両事業の効率的な運営方法等を協議する委員会を市町村及び都道府県に設置 【文部科学省】

ソフト面

○基準開設日数（２５０日）の設定
・基準開設日数を281日から弾力化し、それを超えて
開所するクラブへの日数に応じた加算措置の実施

○必要な開設日数の確保
・補助対象日数を200日以上から250日以上とし、
それ未満は、3年間の経過措置後、補助を廃止

○適正な人数規模への移行促進
・71人以上の大規模クラブについては、3年間の経過
措置後、補助を廃止し、分割等を促進

○地域子ども教室推進事業(平成16年度からの

緊急３ヵ年計画)の取組を踏まえた事業の推進
・地域の方々の参画を得て、様々な体験・交流活動
等の取組を拡大

○学習支援の充実
・様々な体験・交流活動等に加えて、家庭の経済力
等にかかわらず、学ぶ意欲がある子どもたちに学習
機会を提供する取組の充実を図る

ハード面

○新たに施設を設置する際の創設か所数
及び既存施設の改修か所数の増

○既存の児童館等で新たに実施する際の
備品購入費補助（100万円を限度）の創設

○小学校内に設置する際の備品購入費補
助(100万円を限度)の創設

か所数 ２０，０００か所(5,900か所増)２０，０００か所

○事業の円滑な実施や一体的な活動を促すコーディネーターを各小学校区レベルに配置 【文部科学省】

趣 旨

▼共働き家庭など留守家庭のおおむね10
歳未満の児童に対して、放課後に適切な
遊びや生活の場を与えて、その健全な育
成を図る。（児童福祉法第６条２第２項に規定）

▽放課後児童クラブの未実施小学校区の
早急な解消等を図るためのソフト及び
ハード両面での支援措置を講じる。

▼すべての子どもを対象として、安全・安心
な子どもの活動拠点（居場所）を設け、
地域の方々の参画を得て、子どもたちと共
に勉強やスポーツ・文化活動、地域住民
との交流活動等の取組を推進する。

※平成16年度からの緊急３ヵ年計画「地域子ども
教室推進事業」(委託事業)を廃止し、新たに
「放課後子ども教室推進事業」(補助事業)を創設

要求額 １８９．７億円 （６９．５億円増）１３７．６億円

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成18年度委託事業数比［10,000ヵ所増］

※平成18年度委託事業費比［71.2億円増］ 
原則としてすべての
小学校区での実施

を目指す

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



「放課後子どもプラン」推進のための連携方策「放課後子どもプラン」推進のための連携方策

「放課後子どもプラン」推進のための連携方策「放課後子どもプラン」推進のための連携方策
～文部科学省と厚生労働省の放課後対策～文部科学省と厚生労働省の放課後対策事業事業の連携～の連携～ 

～文部科学省と厚 対策～文部科学省と厚 対策事業生労働省の放課後生労働省の放課後 事業の連携～の連携～

行政、学校、福祉や社会教育の関係者、有識者等が研修の企画等、域内の放課後対策の総合的
な在り方を共同で検討 →全都道府県・指定都市に設置

行政、学校、福祉や社会教育の関係者、有識者等が研修の企画等、域内の放課後対策の総合的
な在り方を共同で検討 →全都道府県・指定都市に設置

放課後対策事業の「放課後対策事業の「推進委員会推進委員会」」のの設置設置 【概算要求担当省：文部科学省】

これまで事業毎に実施していた指導者(員)研修を合同で開催することにより、プラン関係者の情報
交換・情報共有、資質の向上等を推進 →全都道府県・指定都市で開催

これまで事業毎に実施していた指導者(員)研修を合同で開催することにより、プラン関係者の情報
交換・情報共有、資質の向上等を推進 →全都道府県・指定都市で開催

放課後放課後子どもプラン指導者子どもプラン指導者((員員))研修の開催研修の開催 【概算要求担当省：文部科学省・厚生労働省】

市町村における取組をバックアップ

 「放課後子ども教室」「放課後子ども教室」((文部科学省文部科学省))と「放課後児童クラブ」と「放課後児童クラブ」((厚生労働省厚生労働省))を一体的あるいは連携を一体的あるいは連携
して実施して実施するための市町村及び都道府県における具体的なするための市町村及び都道府県における具体的な連携連携方策は以下のとおり。方策は以下のとおり。 

地域住民の参加･協力地域住民の参加･協力大学生 退職教員 高齢者
中学生
高校生

○実施主体である市町村において円滑な取組促進が図られるよう、事業推進に向けた支援を実施

都道府県での連携都道府県での連携

スポーツや文化
活動等の体験活動

体験の場

地域の大人や異年齢の
子どもとの交流活動

交流の場

お手玉やメンコなど
様々な昔遊びなど

遊びの場

予習や復習、補習等
の学習活動

学びの場

学習ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ

生活指導、家庭との
連絡等

生活の場

専任指導員
安全
管理員

「放課後子どもプラン」の実施により、子どもの安全で健やかな居場所を確保、
勉強やスポーツ・文化活動、地域住民との交流活動等の取組の充実

 

・余裕教室をはじめとする学校諸施設（体育館、校庭、保健室等）の積極的な活用の促進
・両事業の関係者と学校の教職員間で、子どもの様子の変化や健康状態､
下校時間の変更等の情報交換を促進

・余裕教室をはじめとする学校諸施設（体育館、校庭、保健室等）の積極的な活用の促進
・両事業の関係者と学校の教職員間で、子どもの様子の変化や健康状態､
下校時間の変更等の情報交換を促進

活動場所における連携促進活動場所における連携促進

両事業の円滑な実施を図るため、学校や関係機関等との連絡調整、ボランティア等の協力者の
確保・登録・配置、活動プログラムの策定等を実施 →全小学校区に配置

両事業の円滑な実施を図るため、学校や関係機関等との連絡調整、ボランティア等の協力者の
確保・登録・配置、活動プログラムの策定等を実施 →全小学校区に配置

コーディネーターの配置コーディネーターの配置 【概算要求担当省：文部科学省】

行政（教育委員会及び福祉部局） 、学校、放課後児童クラブや社会教育・児童福祉関係者及び地域住民等が
プランの策定、活動内容やﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの確保等、両事業の運営方法等を共同で実施・検討→全市町村に設置

行政（教育委員会及び福祉部局） 、学校、放課後児童クラブや社会教育・児童福祉関係者及び地域住民等が
プランの策定、活動内容やﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの確保等、両事業の運営方法等を共同で実施・検討→全市町村に設置

放課後対策事業の「運営放課後対策事業の「運営委員会委員会」」のの設置設置 【概算要求担当省：文部科学省】

市町村市町村での連携での連携 

○放課後子どもプランを策定し、小学校区毎の円滑な事業を実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放課後子ども教室放課後子ども教室 放課後児童クラブ放課後児童クラブ 

ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

事業間の調整事業間の調整
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

参 考 資 料  



平成１９年度「放課後子どもプラン」関係概算要求の概要 

 

 ◯ 総合的な放課後児童対策（「放課後子どもプラン」）の創設  

                             １８，９６８百万円 

各市町村において教育委員会と福祉部局が連携を図り、「放課後児童クラブ」 

と文部科学省が実施するすべての子どもを対象とした「放課後子ども教室推進 

事業」を一体的あるいは連携して実施する「放課後子どもプラン」を創設し、 

両省連携のもと、学校の余裕教室等を活用して、原則としてすべての小学校区 

で放課後の子どもの安全で健やかな活動場所の確保を図る。 

→  参考資料  参照 

 

１．放課後児童クラブ（放課後児童健全育成事業）の必要な全小学校区への設置促進 
                             １８，７６３百万円 

放課後児童クラブの未実施小学校区の早急な解消や適切な運営の確保等を図るため

のソフト及びハード両面での支援措置を講じる。 
 

（１）放課後児童クラブ運営費（ソフト事業）       １６，１８０百万円 

  ① か所数の増  １４，１００か所 → ２０，０００か所 

  ② 補助単価等の見直し 

   ○ 基準開設日数の設定（２８１日以上→２５０日以上） 

    ・ 地域によっては保護者の就労等による土曜日開所の必要性が薄れてきている

状況から、開所しない場合にも標準的な補助とするよう要望が出されているこ

と等を踏まえ、授業日、長期休業日（土曜、日曜及び祝日を除く）及びクラブ

運営上必要な開所日を合わせた日数（＝２５０日）を基準開設日数とし、弾力

化を図るとともに、２５０日を超えて開所するクラブについては、日数に応じ

加算措置を講じる。 

○ 必要な開設日数の確保 

・ 子どもの生活実態や保護者の就労形態に即した適切な運営確保の観点から、

補助対象の開所日数を２５０日以上とすることにした。このため、特例措置と

して認めていた２００日以上２５０日未満開所のクラブについては、３年間の

経過措置後、補助を廃止する。 

   ○ 適正な人数規模への移行促進 

    ・ 「放課後子どもプラン」に基づき、１９年度以降余裕教室等の活用が見込ま

れることや、子どもの情緒面への配慮及び安全性の確保の観点から、適正な人

数規模への移行を図るため、７１人以上の大規模クラブについては、３年間の



経過措置後、補助を廃止し、規模の適正化（分割等）の促進を図る。 

（２）放課後児童クラブ創設費等（ハード事業）       ２，５８３百万円 

① 創設費補助の充実【児童厚生施設等整備費】 

   ・ 学校の敷地内等に放課後児童クラブ室を新たに設置する際の創設か所数の増を

図る。 

② 改修費補助の充実【放課後子ども環境整備等事業〔保育環境改善等事業を名称変更〕】 

・ 既存施設（学校の余裕教室、商店街の空き店舗等）を改修して、放課後児童ク

ラブ室を設置する際の改修か所数の増を図る。 

③ 設備費（備品の購入等）補助の創設【放課後子ども環境整備等事業】 

・ 既存施設（児童館、商店街の空き店舗等）において、新たに放課後児童クラブ

を実施する際の冷暖房器具の設置や冷蔵庫及び調理器具等を購入する場合にも

補助対象（１か所当たり１，０００千円を限度）とする。 
 

２．放課後子ども教室推進事業（文部科学省）との連携促進     ２０５百万円 

（１）放課後子どもプラン指導員(者)研修の開催【両省で要求】 

  ・ これまで事業毎に実施していた指導員(者)研修を、各都道府県等において合同で

開催する。 

（２）放課後子どもプラン運営（推進）委員会の設置促進【文部科学省で要求】 

  ・ 学校関係者や福祉関係者、地域住民等が参画し、両事業の効率的な運営方法や活

動内容等を協議する委員会を市町村及び都道府県に設置する。 

（３）両事業の円滑な実施や活動を促すためのコーディネーターの配置【文部科学省で要

求】 

  ・ 両事業の一体的な実施に伴う調整や、活動プログラムの企画立案及び実施方法の

検討等を行うコーディネーターを各小学校区に配置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
平成１８年５月９日（火） 
記 者 発 表 資 料                 

 
 

文部科学省と厚生労働省の放課後対策事業の連携 
－「放課後子どもプラン」（仮称）の創設－ 

 
 

 
 事業連携の基本的な方向性 

 
○各市町村において、教育委員会が主導して、福祉部局との連携の下に、                                               

「地域子ども教室推進事業」（文部科学省）と「放課後児童健全育成事業」（厚生労

働省）を一体的あるいは連携して実施する「放課後子どもプラン」（仮称）を創設す

る。 
 
○教育委員会が主導することにより、学校が従来より積極的に関わることが 期待され

る。 
 
○各市町村では、校長又は教頭がメンバーとして参画する同プランの事業運営組織を

設ける。 
 
○同プランはできる限り、小学校内で実施することとする。 
 当面、児童館や公民館等、小学校以外で実施する場合も認めるが、将来的 には小学

校内での実施に努めることとする。 
 
○ 同 プ ラ ン は 、 福 祉 部 局 職 員 、 教 職 を 目 指 す 大 学 生 、 退 職 教 員 、 地 域 の                                               

ボランティア等を活用することとする。また、これらの者と学校の教職員間での情報

交換等、十分な連携に配慮するものとする。 
 
 
 今後の進め方 

 
○具体的な連携方策、予算措置、推進体制等については、平成１９年度概算 要求時ま

でに両省間において検討する。 
 



１７文科生第５９５号 

雇児発第０２１０００２号 

平成１８年２月１０日 

 

各 都 道 府 県 知 事 

各都道府県教育委員会教育長 

各 指 定 都 市 市 長     殿 

各指定都市教育委員会教育長 

各 中 核 市 市 長 

                           

 

 

                文 部 科 学 省 生 涯 学 習 政 策 局 長 

 

 

 

 

        厚生労働省雇用均等・児童家庭局長 

 

 

 

   「地域子ども教室推進事業」と「放課後児童健全育成事業」の連携及び 

   両事業の推進に当たっての学校との連携について 

 

 近年の急激な少子化や核家族化の進行に伴い、放課後等における児童・生徒の安全な活

動の場や多様な活動の実施が強く求められているところです。 

 このような中、文部科学省においては、地域住民の協力の下、希望する子どもたちに様

々な体験活動や交流活動を提供する「地域子ども教室推進事業」（以下「地域子ども教室」

という。）を、厚生労働省においては、保護者が労働等により昼間家庭にいない児童に対

して適切な遊びや生活の場を提供する「放課後児童健全育成事業」（以下「放課後児童ク

ラブ」という。）を実施しているところです。 

 貴職におかれましては、地域で健やかな子どもを育む環境充実の観点から、これらの事

業の円滑な実施のため、下記の点について管内・域内の市町村、市町村教育委員会に対し

て周知を図るとともに、より一層のご配慮をお願いいたします。 

 

記 

 

１ 地域子ども教室と放課後児童クラブの連携について 

  これらの事業を実施する場合において、事業関係者は、様々な体験活動を充実するた

め、例えば、このような活動を担う人材の確保や、両事業の活動の実施について共同で

検討するなど、効果的、効率的な運用に努めること。 

 



２ 余裕教室をはじめとする学校諸施設の活用について 

  地域子ども教室や放課後児童クラブの実施に当たっては、これらの事業が各地域にお

いて円滑に実施されるよう、余裕教室をはじめとする学校諸施設の積極的な活用に努め

ること。 

  特に、参加する児童・生徒がおおむね当該学校の児童・生徒であることも勘案し、怪

我等が発生した場合の保健室や雨天時の体育館等の使用等、学校の諸施設の弾力的な使

用に努めること。 

 

３ 学校との連携・協力について 

地域子ども教室や放課後児童クラブの実施に当たっては、事業に参加する子ど 

もの様子や行動などについて、例えば、これらの事業関係者と学校の教職員間で情報交

換するなど、子どもの様子の変化や健康状態等を相互に把握し合い、早期に対応するよ

う連携・協力に努めること。 

また、特に、子どもの安全確保を図るため、例えば、学校の時間割について情報交換

を行うとともに、学校行事や特別な事情により下校時刻の変更が生じた場合は、その旨

情報交換を行うなどにより、子どもたちの下校時刻を把握するなど、学校との連携・協

力に努めること。



○クラブ数 15,857か所（全国の小学校区約23，000校のおよそ2 / 3程度）

○登録児童数 704,982人 （全国の小学校1～3年生約359万人の2割弱程度）

児童手当勘定（特別会計）から事業実施市町村に対して助成

○運営費

・概ね1/2を保護者負担で賄うことを想定。

・残りの1/2分について、児童数が10人以上で、

原則年間281日以上開設するクラブに補助。

・児童数36～70人の場合、基準額264.0万円

（国、都道府県、市町村が3分の1ずつ負担）

・国の18年度予算額 111.8億円

○整備費

・新たに施設を創設する場合（18年度基準単価：1,270万円）のほか、学校の余裕教室等を改修する場
合（単価：700万円）も助成（国、都道府県、市町村が3分の1ずつ負担）。

・国の18年度予算額 31.3億円（児童厚生施設等施設整備費等の内数）

放課後児童クラブについて
【事業の内容、目的】

共働き家庭など留守家庭のおおむね10歳未満の児童に対して、児童館や学校の余裕教室、公民館などで、

放課後に適切な遊び、生活の場を与えて、その健全育成を図る
（平成9年の児童福祉法改正により法定化〈児童福祉法第6条の2第２項〉）

【現状】（平成18年5月現在）

【事業に対する国の助成】

運営費の負担の考え方

1 / 2 1 / 2

1 / 3

1 / 3

1 / 3国
1 / 6

都道府県
1 / 6

市町村
1 / 6

保護者
1 / 2

「子ども・子育て応援プラン」の21年度目標 17,500か所（全国の小学校区の約4分の3）

 



放課後児童クラブの現状
○規模別実施状況

登録児童数の人数規模別でみると、３６人～７０人
までのクラブが全体の約４４％を占める。

19:01以降

377か所（2%）

18:01～19:00

4,882か所(31%)

17:00まで

1,838か所(12%)

17:01～18:00

8,760か所(55%)

○終了時刻の状況

１８時までが全体の約６７％、１９時までが
約３１％を占める。

学校余裕教室
4,435
(28%)

学校敷地内
2,861
(18%)

児童館
2,595
(16%)

その他
5,966
(38%)

○設置場所の状況

設置場所では、学校の余裕教室が約２８％、学校

敷地内の専用施設が約１８％、児童館が約１６％
であ り、これらで全体の約６割を占める。

４年生以上他

7万人(10.4%)

３年生

15万人(21.9%)

２年生

22万人(31.5%)

１年生

26万人(36.2%)

○登録児童の学年別の状況

小学校１年生から３年生までで全体の 約９割

を占める。

71人以上

2,170か所

(14%)

36～70人

6,944か所

(44%)

20～35人

4,296か所

(27%)

10～19人

1,897か所

(12%)

9人以下

550か所（3%）

 


